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（１） 東日本大震災では 埋立地等の戸建住宅を中心に液状化被害が多発

１．宅地の液状化対策に関する基本認識
（１） 東日本大震災では、埋立地等の戸建住宅を中心に液状化被害が多発。

・ ９都県・80市町村区で、計2万7千棟が被災。

・ マンション・ビル等は、杭基礎等により建物本体の被害はほとんど無い。

・ 宅地の液状化に伴う噴砂による道路交通の支障、土砂流入による下水復旧の長期化など、
公共施設への影響も発生。

・ 被災宅地の復旧等のため、道路等公共施設と隣接宅等との一体的な液状化対策に対して
公共施設部分の対策費に国費支援を行う「液状化対策推進事業 を創設公共施設部分の対策費に国費支援を行う「液状化対策推進事業」を創設。
（平成23年度３次補正予算。復興交付金。１２市で事業中。）

・ 個人に対しては、住宅金融支援機構による融資、被災者生活再建支援制度による支援金の
交付 地震保険による保険金の支給等を実施交付、地震保険による保険金の支給等を実施。

（２） 一方で、宅地の液状化被害は、過去の地震を含め、
① 直接的には人命被害につながらないこと
② 対策費用が相当程度高額となる場合があること② 対策費用が相当程度高額となる場合があること
③ 調査・予測の精度や対策の効果には（現実的コストを前提にすると）技術的に限界

があること
などから 既存宅地を含め 調査や対策を義務づけることは困難などから、既存宅地を含め、調査や対策を義務づけることは困難。

（３） 地震時の被害抑制等のためには、戸建住宅地等における個人・民間等による対策
を促進すべく、
① 適切な判断のための情報提供の充実① 適切な判断のための情報提供の充実
② 新規開発時の対策の促進
③ 液状化対策コストの低廉化 等を進めることが必要。 2



２．情報提供等の現状と課題

～ボーリングデータ～～液状化マップ～ ～個別の調査
・対策の内容～

～技術的基準等～
宅地の統一的基準なし４０都道府県と

２８２市町村で作成
国土交通省（直轄工事）と
１７都道府県等で公表

各宅地の液状化の可能性
を判断するためには、

様々な情報の活用が必要様々な情報の活用が必要。

→ 各情報の充実と、ワンス
トップでの情報提供が必要。

出典：東京の液状化予測

その他参考情報
（旧地形図等）～液状化被災履歴～

～地形
分類～

（ 形図等）

国土交通省が
関東・中部の一部で作成済み

近畿等で調査中

出典：東京の地盤（Web版）
出典：土地分類基本調査（土地履歴調査）出典：土地分類基本調査（土地履歴調査）
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３．取り組みの基本的な方向性

１．適切な判断のための情報提供の充実

①～③を広く①被害可能性を判定する技術指針の策定 ① ③を広く
情報提供するために

④液状化関係情報ポー 公

②公共団体おける情報提供の促進※
・液状化マップの作成（改訂）・公表
・ボーリングデータの収集・公表 ④液状化関係情報ポ

タルサイトの開設
等

公
共
団
体
と

・ボ リングデ タの収集・公表

③被災履歴マップ等の作成・公表
・国土交通省で順次作成中

２．新規開発時の対策の促進・・・新規開発・造成時の誘導
○技術指針を参考に 開発・宅造許可等に当たって より安全な宅地供給

と
の
連
携○技術指針を参考に、開発 宅造許可等に当たって、より安全な宅地供給

を誘導

３．液状化対策コストの低廉化

携
強
化

３．液状化対策コストの低廉化
①各種直轄調査等において既存手法の整理と情報提供
②建設技術研究開発助成制度等により新手法の開発を支援
③予防的対策等への支援※ → 宅地の対策コストの低減にも寄与③予防的対策等への支援※ → 宅地の対策コストの低減にも寄与

・宅地と一体的に行う道路等の公共施設の液状化対策に国庫支援（交付金）

※印・・・平成25年度当初予算案で、国庫支援制度（交付金）を創設 4



４．判定に係る技術指針

＜宅地の液状化被害可能性判定に係る技術指針（案）の概要＞
（学識経験者による研究会において、とりまとめ）

ボーリングデータを基に 「建築基礎構造設計指針（日本建築学会）」等によりボ リングデ タを基に、「建築基礎構造設計指針（日本建築学会）」等により、

各種数値を算定し、下図により３段階で評価。（算出手法の一部を微修正。）

地盤全体の

顕著な被害の可能性が

「高 「 較的 「

液状化のしやすさ

Dcy値（地表沈下量）

PL値（液状化指数）

C B A

「高い」 「比較的 「低い」
低い」

Dcy値
5cm

又は ＰＬ値
5

地表近くの

0

H1値（非液状化層厚）
0 3m 5m

地表近くの
液状化の
しにくさ
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※ 中地震動（震度５程度）に対する宅地の液状化被害の可能性の程度の目安を示すもので、
個別には建物特性等によって被害発生状況は異なり、被害の有無等を保証するものではない。



４．判定に係る技術指針

存宅地 自
活用

＜ 宅地の液状化被害可能性判定に係る技術指針の活用イメージ＞

宅地の液状化被害可能性判定に係る
技術指針＜Ａ・Ｂ・Ｃの３ランクで判定＞

既存宅地での民間の自
主的な取り組みでの活
用を期待（個別の調
査 判定での活用等）査・判定での活用等）

参
照

活用

液状化マップ等の情報の充実

照

活用により適用区域を設定

新規開発・造成時の誘導

開発許可・宅造許可等にあたって、より安全な宅地供給を
ば誘導（例えば、Ｂランク以上に誘導など）

6
※指針や取り組み内容は、民間事業者や一般消費者等に調査や対策の実施を義務付けるものではない。



５．予防的対策等への支援（負担軽減と情報充実）
平成２５年度当初予算案において 液状化に関する調査や事前の対策工事を国費で支援

今後発生が懸念される大規模地震による宅地の液状化被害を抑制するため、

・液状化被害の程度を判定するための調査や宅地液状化マップの作成等に要する費用

・調査等により液状化対策が必要と判定された宅地における 道路等の公共施設と宅地との一体的

平成２５年度当初予算案において、液状化に関する調査や事前の対策工事を国費で支援

・調査等により液状化対策が必要と判定された宅地における、道路等の公共施設と宅地との一体的
な液状化対策工事に要する費用 を支援する。

液状化対策が必要と宅地耐震化推進事業の拡充（H25年度予算案） 事業イメージ

～ボーリングデータ～

液状化対策が必要と
判断された宅地

～宅地液状化マップ～

・対策が必要な造成宅地
における滑動崩落対策

・地震時に滑動崩落が発
生するおそれのある造

大規模盛土造成地等の
変動予測調査

大規模盛土造成地
滑動崩落防止事業

現
行

公共施設と一体的な
液状化対策を実施

道路 民間宅地

葉 液 プ

における滑動崩落対策
事業に要する費用の一
部を地方公共団体等に
助成（助成率：１／４）

生するおそれのある造
成宅地の把握等に係る
調査に要する費用の一
部を地方公共団体に助
成（助成率：１／３）

調査等により宅地における

家屋

地盤改良体

出典：千葉県 液状化しやすさマップ

支援対象

地盤改良体

・地震時に液状化被害が
発生するおそれのある
宅地の把握等に係る調
査※に要する費用の

・対策が必要な宅地と一
体的に行われる道路等
の公共施設の液状化対
策事業に要する費用の

宅地液状化防止事業

拡
充

液状化被害発生の可能性
を判定し、住民に情報提供

出典：東京の地盤（Web版）

噴砂・噴水等、液状化被害の抑制

査※に要する費用の一
部を地方公共団体に助
成（助成率：１／３）

一部を地方公共団体に
助成（助成率：１／４）
→宅地の対策コストの低
減に寄与

液状化関連情報の充実
や公表促進に活用 7

※ ボーリング調査の実施、既存データの収集・整理
（電子化等）、液状化可能性マップの作成等も対象



６．今後の取り組み（案）

○ 学識経験者による「宅地の液状化対策の推進に関する研究会」（平成25年2月27日・
第５回）において、「宅地の液状化被害可能性判定に係る技術指針（案）」をとりまとめ

→ 「指針（案）」を公表（平成25年３月８日）

○ 「指針（案）」について、地方公共団体や関係団体等から意見を聴取

→ 意見も反映したうえで、「技術指針」として民間事業者や一般消費者等に情報提供

○ 「技術指針」は、宅地の液状化に関する調査や対策を義務付けるものではないが、

今後開発 造成される新たな宅地について この基準を参考に より安全な宅地・ 今後開発・造成される新たな宅地について、この基準を参考に、より安全な宅地

供給が行われることを期待

・ 既存宅地について、民間の自主的な取り組みにおいて広く活用されることを期待

・ 地方公共団体における宅地液状化マップの作成等で活用されることを期待

→ これを含めて、宅地の液状化に係る各種情報の充実と、その公表・周知を促進
（ 地方公共団体による宅地液状化マップの作成等について 宅地耐震化推進
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（ 地方公共団体による宅地液状化マップの作成等について、宅地耐震化推進
事業の拡充により国庫助成を行うことを、平成２５年度当初予算案に計上 ）


